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第61期

第３四半期
累計期間

第62期
第３四半期
累計期間

第61期

会計期間
自2021年１月１日
至2021年９月30日

自2022年１月１日
至2022年９月30日

自2021年１月１日
至2021年12月31日
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純資産額 （千円） 69,732,157 59,121,716 69,789,596

総資産額 （千円） 83,695,009 85,759,344 82,719,473

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 69.41 66.73 70.63

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） 15.0 15.0 30.0

自己資本比率 （％） 83.3 68.9 84.4

回次
第61期

第３四半期
会計期間

第62期
第３四半期
会計期間

会計期間
自2021年７月１日
至2021年９月30日

自2022年７月１日
至2022年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 28.30 27.96

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期会計期間の期首か

ら適用しており、当第３四半期累計期間及び当第３四半期会計期間に係る主要な経営指標等については、当

該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等

のリスクについての重要な変更はありません。

　なお、新型コロナウィルス感染症の拡大により、当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響

を及ぼす可能性があり、今後の推移を引き続き注視してまいります。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績等の状況の概要

　当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルスへの対応と社会経済活動の両立をめざしたウ

ィズコロナの新たな段階への移行が進められるなか、各種政策の効果もあって、景気は緩やかに持ち直してきまし

た。個人消費についても、緩やかに持ち直してきておりますが、消費者マインドは、弱含んでいます。

　企業収益については、一部で弱さがみられるものの、総じてみれば改善しています。

　海外経済では、緩やかな持ち直しが続いていますが、ロシアによるウクライナ侵攻の長期化や世界的な金融引締

めが進むなかでの金融資本市場の変動や原材料価格の上昇、供給面での制約等による、わが国経済を下振れさせる

リスクに留意する必要があります。

　当社の主要取引業種の外食産業においては、消費者の消費行動が大きく変わり、店内飲食が縮小する一方で、テ

イクアウトやデリバリーサービスが増加するなどの動きがみられましたが、新型コロナウィルス感染症拡大前の状

態に徐々に戻り始めつつあります。また、急激な円安の影響による資源価格や原材料仕入価格の高騰、人件費の上

昇により厳しい状況になっております。

　このような状況のもと、HACCP義務化で求められる食の安心・安全に向けた顧客のサポートとしてIoT技術を利用

した遠隔温度監視システム搭載の冷蔵庫や地球環境にやさしいノンフロン冷媒を採用した薬用冷蔵庫等、社会の動

きに適合した機器の販売強化に取り組んでまいりました。また、市場の部品供給不足による製品在庫の品薄状態を

「新しいビジネスチャンス」と捉え、自社製品にとどまらず仕入商材を含めた提案により、顧客のニーズに幅広く

対応することでトータルサポート力の強化に努めてまいりました。

　その結果、当第３四半期累計期間における経営成績につきましては、売上高33,048百万円（前年同期比0.3％

減）、営業利益5,423百万円（前年同期比2.3％増）、経常利益5,328百万円（前年同期比2.7％増）、四半期純利益

3,402百万円（前年同期比4.2％減）となりました。

①財政状態の状況

　第１四半期会計期間の期首より「収益認識に関する会計基準」を適用したため、第１四半期会計期間の期首時点

で、契約負債を15,391百万円計上、利益剰余金を10,681百万円減少、繰延税金資産を4,709百万円増加させており

ます。詳細は「第４　経理の状況　１　四半期財務諸表　注記事項　会計方針の変更　収益認識に関する会計基準

等の適用」をご覧ください。

（資産）

　総資産は、前事業年度末と比べて3,039百万円増加の85,759百万円となりました。

　この主な要因は、投資その他の資産「その他」に含まれる繰延税金資産の増加3,279百万円、現金及び預金の減

少873百万円、商品及び製品の増加403百万円であります。

（負債）

　負債は、前事業年度末と比べて13,707百万円増加の26,637百万円となりました。

　この主な要因は、第１四半期会計期間の期首より「収益認識に関する会計基準」を適用したことによる契約負債

の増加17,335百万円、流動負債その他の減少2,443百万円、未払法人税等の減少1,306百万円であります。

（純資産）

　純資産は、前事業年度末と比べて10,667百万円減少の59,121百万円となりました。

　この主な要因は、利益剰余金の減少8,810百万円、自己株式の増加1,858百万円であります。

　これらの結果、自己資本比率は68.9％となりました。
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②経営成績の状況

（売上高及び営業利益）

　第１四半期会計期間の期首より「収益認識に関する会計基準」を適用したため、主な影響として、従来、リース

契約で機器を販売した際、営業活動の一環として行っていた当該機器の点検サービスを「製品売上高」及び「商品

売上高」に含めて認識しておりましたが、第１四半期会計期間の期首より「点検・修理売上高」として認識する事

といたしました。また「点検・修理売上高」はリース契約期間で売上を認識するため、製品売上高は2,329百万

円、商品売上高は994百万円減少し、点検・修理売上高は3,576百万円増加いたしました。詳細は「注記事項　会計

方針の変更　収益認識に関する会計基準等の適用」をご覧ください。この結果、当第３四半期累計期間への影響と

しては、売上高は91百万円増加し、営業利益及び経常利益は252百万円増加し、四半期純利益は175百万円増加いた

しました。

　当第３四半期累計期間の売上高は、前第３四半期累計期間と比べて86百万円減の33,048百万円（前年同期比

0.3％減）となりました。

　この主な要因は、冒頭に記載いたしました影響額を除いた場合、製品売上高の減少2,686百万円（前年同期比

12.3％減）、商品売上高の増加2,063百万円（前年同期比25.6％増）、点検・修理売上高の増加269百万円（前年同

期比8.6％増）であります。

　売上原価は前第３四半期累計期間と比べて620百万円増加の14,475百万円（前年同期比4.5％増）となりました。

　販売費及び一般管理費は前第３四半期累計期間と比べて830百万円減少の13,150百万円（前年同期比5.9％減）と

なりました。

　これらの結果、営業利益は前第３四半期累計期間と比べて123百万円増加の5,423百万円（前年同期比2.3％増）

となりました。

（営業外損益及び経常利益）

　営業外収益は、前第３四半期累計期間と比べて49百万円減少の106百万円（前年同期比31.8％減）となりまし

た。

　この主な要因は、営業外収益その他の減少28百万円、受取補償金の減少25百万円、スクラップ売却益の増加7百

万円であります。

　営業外費用は、前第３四半期累計期間と比べて65百万円減少の200百万円（前年同期比24.5％減）となりまし

た。

　この主な要因は、スクラップ処分費の減少58百万円であります。

　これらの結果、経常利益は前第３四半期累計期間と比べて139百万円増加の5,328百万円（前年同期比2.7％増）

となりました。

（特別損益、法人税等及び四半期純利益）

　特別損失に固定資産除却損5.5万円を計上いたしました。

　法人税、住民税及び事業税を495百万円、法人税等調整額（借方）を1,430百万円計上いたしました。

　これらの結果、四半期純利益は前第３四半期累計期間と比べて147百万円減少の3,402百万円（前年同期比4.2％

減）となりました。

③資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社の資本の財源は、営業活動で得られた資金を財源としております。

　また、当社の現金及び現金同等物残高は、現在必要とされる資金水準を満たす流動性を保持していると考えてい

ます。

④会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「３．経営者による財務状態、経営成績及びキャッシュフローの状況の

分析」中の重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

（２）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

（３）研究開発活動

　当第３四半期累計期間における研究開発活動全体の金額は、232百万円であります。

　なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 84,000,000

計 84,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
(2022年９月30日)

提出日現在発行数
（株）
(2022年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 51,717,215 51,717,215
東京証券取引所

プライム市場
単元株式数　  100株

計 51,717,215 51,717,215 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年７月１日～

2022年９月30日
－ 51,717 － 9,907,039 － 9,867,880

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができませんので、直前の基準日である2022年６月30日の株主名簿により記載しております。

2022年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ 単元株式数　  100株
普通株式 669,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 51,011,400 510,114 同上

単元未満株式 普通株式 36,615 － －

発行済株式総数 51,717,215 － －

総株主の議決権 － 510,114 －

①【発行済株式】

　（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権20個）

含まれております。

　（注）２　「単元未満株式」には、当社保有の自己株式40株が含まれております。

2022年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

大和冷機工業株式会社

大阪市天王寺区小橋

町３－13
669,200 － 669,200 1.29

計 － 669,200 － 669,200 1.29

②【自己株式等】

　（注）　当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は2,352,468株であります。

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（2022年７月１日から2022年９

月30日まで）及び第３四半期累計期間（2022年１月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について有

限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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（単位：千円）

前事業年度
(2021年12月31日)

当第３四半期会計期間
(2022年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 55,102,585 54,228,936

受取手形及び売掛金 5,273,537 -

受取手形、売掛金及び契約資産 - 4,893,042

有価証券 100,009 -

商品及び製品 1,095,044 1,498,045

仕掛品 291,446 419,268

原材料及び貯蔵品 723,179 816,851

点検修理用部品 190,117 194,258

その他 369,035 816,880

貸倒引当金 △1,078 △1,000

流動資産合計 63,143,876 62,866,283

固定資産

有形固定資産 10,561,670 10,500,469

無形固定資産 136,911 136,672

投資その他の資産

投資有価証券 281,816 381,142

長期預金 7,500,000 7,500,000

その他 1,159,520 4,437,454

貸倒引当金 △64,321 △62,677

投資その他の資産合計 8,877,015 12,255,919

固定資産合計 19,575,597 22,893,061

資産合計 82,719,473 85,759,344

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,820,292 6,400,933

未払法人税等 1,306,720 -

契約負債 - 17,335,539

引当金 409,313 945,299

その他 3,992,609 1,549,380

流動負債合計 11,528,936 26,231,152

固定負債

引当金 1,391,773 394,305

その他 9,166 12,171

固定負債合計 1,400,940 406,476

負債合計 12,929,876 26,637,628

純資産の部

株主資本

資本金 9,907,039 9,907,039

資本剰余金 9,867,880 9,867,880

利益剰余金 50,549,346 41,738,848

自己株式 △578,678 △2,437,075

株主資本合計 69,745,587 59,076,692

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 44,009 45,023

評価・換算差額等合計 44,009 45,023

純資産合計 69,789,596 59,121,716

負債純資産合計 82,719,473 85,759,344

１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】
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（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年９月30日)

当第３四半期累計期間
(自　2022年１月１日

　至　2022年９月30日)

売上高 33,135,424 33,048,517

売上原価 13,855,075 14,475,216

売上総利益 19,280,348 18,573,301

販売費及び一般管理費 13,980,327 13,150,029

営業利益 5,300,021 5,423,271

営業外収益

受取利息 15,011 10,476

受取配当金 7,802 8,417

スクラップ売却益 14,077 21,915

受取補償金 55,849 30,532

その他 62,968 34,868

営業外収益合計 155,709 106,210

営業外費用

スクラップ処分費 221,557 163,205

その他 44,617 37,644

営業外費用合計 266,175 200,849

経常利益 5,189,555 5,328,632

特別利益

固定資産売却益 199 -

投資有価証券売却益 56,420 -

特別利益合計 56,619 -

特別損失

固定資産除却損 0 55

特別損失合計 0 55

税引前四半期純利益 5,246,175 5,328,576

法人税、住民税及び事業税 1,845,603 495,754

法人税等調整額 △149,404 1,430,185

法人税等合計 1,696,198 1,925,940

四半期純利益 3,549,976 3,402,636

（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

 (収益認識に関する会計基準等の適用)

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　これにより、リース会社に対して販売する製品のメンテナンス・サービスについては、従来、収益を認識してお

りませんでしたが、製品の販売に係る履行義務と当該サービスに係る履行義務を識別し、製品の販売に係る履行義

務については一時点で充足する履行義務として収益を認識する方法に、当該サービスに係る履行義務については一

定期間で充足する履行義務として収益を認識する方法に変更しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期会計期

間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当第３四半期累計期間への影響としては、売上高は91百万円増加し、営業利益及び経常利益は252百

万円増加し、四半期純利益は175百万円増加いたしました。また、期首組替を行った結果、契約負債15,391百万円

計上、利益剰余金10,681百万円減少、繰延税金資産4,709百万円増加しております。

　収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手

形及び売掛金」は、第１四半期会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」、「流動負債」の「その他」に表

示していた前受金及び前受収益のうちメンテナンス・サービスに係るものは、「契約負債」に含めて表示すること

としました。なお、収益認識会計基準第89－２項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表

示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　

2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期累計期間に係る顧客との契約から生

じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 (時価の算定に関する会計基準等の適用)

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響はあり

ません。

（追加情報）

 (新型コロナウイルス感染症の影響について)

　前事業年度の有価証券報告書の（追加情報）に記載した新型コロナウイルス感染症の影響について重要な変更は

ありません。

前第３四半期累計期間
（自  2021年１月１日

至  2021年９月30日）

当第３四半期累計期間
（自  2022年１月１日

至  2022年９月30日）

減価償却費 585,259千円 506,954千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。
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（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年２月12日　　

取締役会
普通株式 767,233 15 2020年12月31日 2021年３月31日 利益剰余金

2021年８月10日　　

取締役会
普通株式 767,226 15 2021年６月30日 2021年９月２日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年２月14日　　

取締役会
普通株式 765,721 15 2021年12月31日 2022年３月31日 利益剰余金

2022年７月25日　　

取締役会
普通株式 765,719 15 2022年６月30日 2022年９月２日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　2021年１月１日　至　2021年９月30日）

（１）配当金支払額

（２）基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間末後と

なるもの

該当事項はありません。

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年９月30日）

（１）配当金支払額

（２）基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間末後と

なるもの

該当事項はありません。

（３）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」

という。）等を第１四半期会計期間の期首より適用したことに伴い、第１四半期会計期間の期首時点

で、利益剰余金が10,681百万円減少しております。

　また、2022年９月22日に自己株式1,858百万円を取得いたしました。

　この結果、当第３四半期累計期間末の利益剰余金は41,738百万円、自己株式2,437百万円となってお

ります。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　2021年１月１日　至　2021年９月30日）

当社は、冷凍冷蔵冷熱機器に係る事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年９月30日）

当社は、冷凍冷蔵冷熱機器に係る事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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品目

当第３四半期累計期間

（自　2022年１月１日

　　至　2022年９月30日）

金額（千円） 構成比（％）

製品

厨房用縦型冷凍冷蔵庫 6,765,986 20.5

店舗用縦型ショーケース 3,908,376 11.8

厨房用横型冷凍冷蔵庫 1,855,163 5.6

製氷機 1,574,506 4.8

その他 2,712,344 8.2

小計 16,816,378 50.9

商品

店舗設備機器 5,473,723 16.6

厨房設備機器 3,351,041 10.1

店舗設備工事 289,779 0.9

小計 9,114,545 27.6

点検・修理等 7,117,593 21.5

合計 33,048,517 100.0

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第３四半期累計期間（自　2022年１月１日　　至　2022年９月30日）

　第１四半期会計期間期首より「収益認識に関する会計基準」を適用したため、従来、リース契約で機器を販売し

た際、営業活動の一環として行っていた当該機器の点検サービスを「製品売上高」及び「商品売上高」に含めて認

識しておりましたが、第１四半期会計期間の期首より「点検・修理売上高」として認識する事と致しました。

　詳細は「注記事項　会計方針の変更　収益認識に関する会計基準」をご覧ください。

項目
前第３四半期累計期間
（自　2021年１月１日

至　2021年９月30日）

当第３四半期累計期間
（自　2022年１月１日

至　2022年９月30日）

１株当たり四半期純利益 69円41銭 66円73銭

（算定上の基礎）

四半期純利益（千円） 3,549,976 3,402,636

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 3,549,976 3,402,636

普通株式の期中平均株式数（株） 51,148,613 50,992,537

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。なお、潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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(イ)中間配当による配当金の総額 765,719千円
　

(ロ)１株当たりの金額 15円00銭

(ハ)支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2022年９月２日

２【その他】

2022年７月25日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（注）2022年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2022年11月10日

大和冷機工業株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

大阪事務所

　

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 岡本　健一郎

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 村上　育史

監査法人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大和冷機工業株

式会社の2022年１月１日から2022年12月31日までの第62期事業年度の第３四半期会計期間（2022年７月１日から2022年９

月30日まで）及び第３四半期累計期間（2022年１月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、大和冷機工業株式会社の2022年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第3四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかっ

た。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。



　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

　・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないか

どうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項

が適切でない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査

人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継

続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の

表示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事

項が認められないかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上


